
稲沢市雨水流出抑制施設設置補助金交付要綱  

（趣旨）  

第１条  この要綱は、雨水の流出抑制を図り浸水被害を軽減させるとと

もに、雨水の有効活用及び良好な水循環を維持するため、雨水貯留槽

及び浸透桝を設置する者に対し、予算の範囲内において交付する稲沢

市雨水流出抑制施設設置補助金（以下「補助金」という。）に関し、

必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。  

⑴  雨水貯留槽  敷地内に降った雨水を貯留する容量が１００リット

ル以上の貯留槽（浄化槽を転用するものは除く。）及びこれに関連

する排水設備をいう。  

⑵  浸透桝  浸透孔を有する内径１５０ミリメートル以上の桝で、側

面及び底面から集水した雨水を地中へ浸透させるもの及びこれに関

連する排水設備をいう。  

⑶  雨水流出抑制施設  雨水貯留槽及び浸透桝をいう。  

⑷  設置工事  雨水流出抑制施設を設置する工事をいう。  

⑸  一団の土地  土地の利用上、一体として利用に供されているひと

まとまりの土地をいう。  

（補助対象者）  

第３条  補助金の交付対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する

者とする。  



⑴  雨水流出抑制施設を設置する土地（宅地又は雑種地に限る。次条

第１項において同じ。）又は当該土地に存する建築物の所有者又は

使用者  

⑵  市税を滞納していない者  

⑶  暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定

する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員（暴対法第２条

第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）でない者又は暴力

団若しくは暴力団員と密接な関係を有しない者  

（補助対象施設）  

第４条  補助金の交付対象となる雨水流出抑制施設は、雨水の貯留及び

浸透を目的として市内の土地又は建築物に設置するもので、工事に要

する費用を設置者自らが負担するものとする。  

２  前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する雨水流出

抑制施設に対しては、補助金を交付しない。  

⑴  国、他の地方公共団体等が設置するもの  

⑵  稲沢市宅地開発事業等に関する指導要綱（平成２０年４月１日施

行）第１２条第１項に基づき設置するもの  

⑶  既に補助金の交付を受けたことがある雨水流出抑制施設を作り変

えようとするもの  

⑷  この要綱に規定する補助金以外の補助金の交付を受けるもの  

⑸  移転補償等機能回復により設置するもの  

⑹  売買等を目的とした土地又は建築物に設置するもの  



⑺  特定都市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号）第３０

条に基づく許可により設置するもの  

⑻  前各号に掲げるもののほか、市長が補助金の交付を不適当と認め

たもの  

（補助対象経費）  

第５条  補助金 の 交付対象とな る経費（以下「 補助対象経費」 とい

う。）は、設置工事に要する材料費、工事費及び諸経費とする。  

（補助金額）  

第６条  補助金の額は、別表に定める額とし、その合計額は、一団の土

地につき１０万円を上限とする。ただし、その額に１ ,０００円未満

の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額とする。  

（補助金の交付申請）  

第７条  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、設置工事に着手する前に稲沢市雨水流出抑制施設設置補助金交付

申請書（様式第１）及び誓約書（様式第２）に必要書類を添付して市

長に提出しなければならない。  

２  前項の規定にかかわらず、申請者は、稲沢市情報通信技術を活用し

た行政の推進に関する要綱（令和５年４月１日施行）第３条第１項の

規定に基づき申請する場合は、誓約書の提出を省略することができる。  

（補助金の交付決定及び通知）  

第８条  市長は、前条に規定する補助金交付申請書の提出があったとき

は、速やかにその内容を審査して補助金の交付の可否を決定し、稲沢

市雨水流出抑制施設設置補助金交付（不交付）決定通知書（様式第



３）により、申請者に通知しなければならない。  

２  市長は、補助金の交付決定に際し、必要な条件を付すことができる。 

（変更の承認申請）  

第９条  前条第１項の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下

「補助事業者」という。）が申請内容を変更（中止しようとする場合

を含む。）する場合は、速やかに稲沢市雨水流出抑制施設設置補助金

変更承認申請書（様式第４）を市長に提出し、承認を受けなければな

らない。  

２  補助事業者は、補助金の交付対象となる設置工事（以下「補助事

業」という。）が予定の期間内に完了しないとき、又は補助事業の遂

行が困難になったときは、速やかに市長に報告し、その指示を受けな

ければならない。  

３  市長は、第１項に規定する補助金変更承認申請書の提出又は前項の

規定による報告があった場合は、補助金の交付の決定を取り消し、又

はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。 

（変更決定通知）  

第１０条  市長は、前条第３項の規定により当該補助金の交付金額及び

条件を変更したときは、稲沢市雨水流出抑制施設設置補助金変更決定

通知書（様式第５）により、補助事業者に通知しなければならない。  

（完了報告）  

第１１条  補助事業者は、補助事業が完了したときは、完了の日から起

算して３０日以内又は当該年度の３月３１日までのいずれか早い日ま

でに、稲沢市雨水流出抑制施設設置事業完了報告書（様式第６）に必



要書類を添付して市長に提出しなければならない。  

（交付額の確定）  

第１２条  市長は、前条の規定により提出された完了報告書の内容の審

査及び現地での完了検査を行い、適当と認めるときは、補助金の交付

額を確定し、稲沢市雨水流出抑制施設設置補助金確定通知書（様式第

７）により補助事業者に通知するものとする。  

（補助金の請求及び交付）  

第１３条  市長は、前条の規定による補助金の交付額の確定後、稲沢市

雨水流出抑制施設設置補助金請求書（様式第８）による補助事業者か

らの請求に基づき、補助金を交付するものとする。  

（維持管理）  

第１４条  補助事業者は、雨水流出抑制施設の適正な維持管理に努めな

ければならない。  

（事故等の免責）  

第１５条  市は、補助事業完了後において雨水流出抑制施設の不良に起

因して生じた損害については、その責めを負わないものとする。  

（補則）  

第１６条  この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し、必要な

事項については、市長が別に定める。  

付  則  

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。  

付  則  

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。  



別表（第６条関係）  

補助対象施設  補助金額  

雨水貯留槽  

⑴  貯留容量１００リットル以上３００リット

ル未満のとき、１基当たり２０ ,０００円又は

補助対象経費の３分の２のいずれか低い額と

する。  

⑵  貯留容量３００リットル以上のとき、１基

当たり４０ ,０００円又は補助対象経費の３分

の２のいずれか低い額とする。  

 

浸透桝  
１基あたり１０ ,０００円又は補助対象経費の３

分の２のいずれか低い額とする。  

（ただし、一団の土地につき１０万円を限度額とする。）  

 

 


